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1. 連結自己資本比率の控除項目の対象となる非連結子会社のうち規制上の所要自己資本比率を下回った会社
の名称と所要自己資本を下回った額の総額

該当する会社はございません。

2. 自己資本の構成及び自己資本比率

自己資本の構成及び自己資本比率については、P.31～32（自己資本比率の状況）に記載しております。

3. 信用リスクに対する所要自己資本の額 （単位：百万円）

信用リスク(Ａ)
（標準的手法）

【資産（オン・バランス）項目】計

現金

我が国の中央政府及び中央銀行向け

外国の中央政府及び中央銀行向け

国際決済銀行等向け

我が国の地方公共団体向け

外国の中央政府等以外の公共部門向け

国際開発銀行向け

地方公共団体金融機構向け

我が国の政府関係機関向け

地方三公社向け

金融機関及び第一種金融商品取引業者向け

法人等向け

中小企業等向け及び個人向け

抵当権付住宅ローン

不動産取得等事業向け

三月以上延滞等

取立未決済手形

信用保証協会等による保証付

株式会社産業再生機構による保証付

株式会社企業再生支援機構による保証付

出資等

上記以外

証券化（オリジネータの場合）

証券化（オリジネータ以外の場合）

複数の資産を裏付とする資産（所謂ファンド）
のうち、個々の資産の把握が困難な資産

【オフ・バランス取引等項目】計

原契約期間が1年以下のコミットメント

原契約期間が1年超のコミットメント

信用供与に直接的に代替する偶発債務

（うち借入金の保証）

オペレーショナル・リスク（B）
（基礎的手法）

総所要自己資本額（A）+（Ｂ）

278,693

276,757

━

━

━

━

━

━

━

━

18

22

5,771

90,106

40,011

34,442

59,836

3,821

8

5,519

━

18,331

14,626

━

811

3,428

1,935

20

1,489

425

425

18,177

296,871

11,147

11,070

━

━

━

━

━

━

━

━

0

0

230

3,604

1,600

1,377

2,393

152

0

220

━

733

585

━

32

137

77

0

59

17

17

727

11,874

278,810

276,874

━

━

━

━

━

━

━

━

18

22

5,771

90,106

39,994

34,427

59,836

3,880

8

5,519

━

18,311

14,736

━

811

3,428

1,935

20

1,489

425

425

18,390

297,200

11,152

11,074

━

━

━

━

━

━

━

━

0

0

230

3,604

1,599

1,377

2,393

155

0

220

━

732

589

━

32

137

77

0

59

17

17

735

11,888

284,793

283,897

━

━

━

━

━

━

━

━

17

21

6,232

91,709

41,613

36,475

64,943

1,657

7

4,917

━

18,970

14,397

━

568

2,365

896

20

518

357

357

17,959

302,753

11,391

11,355

━

━

━

━

━

━

━

━

0

0

249

3,668

1,664

1,459

2,597

66

0

196

━

758

575

━

22

94

35

0

20

14

14

718

12,110

284,936

284,039

━

━

━

━

━

━

━

━

17

21

6,232

91,709

41,588

36,463

64,943

1,736

7

4,917

━

18,960

14,507

━

568

2,365

896

20

518

357

357

18,205

303,141

11,397

11,361

━

━

━

━

━

━

━

━

0

0

249

3,668

1,663

1,458

2,597

69

0

196

━

758

580

━

22

94

35

0

20

14

14

728

12,125

平成21年9月期

単体

リスク・アセット 所要自己資本額 リスク・アセット 所要自己資本額 リスク・アセット 所要自己資本額 リスク・アセット 所要自己資本額

連結 単体 連結

平成22年9月期

（注）所要自己資本額＝リスク・アセット×4%

定量的な開示事項

■バーゼルⅡ　第3の柱（市場規律）に基づく開示
銀行法施行規則（昭和57年大蔵省令第10号。以下「規則」という。）第19条の2第1項第5号ニに規定する自己資本の充実の状況につい

て金融庁長官が別に定める事項（平成19年3月23日金融庁告示第15号、いわゆるバーゼルⅡ第3の柱（市場規律））として、当該告示に

則り、本章で開示しております。

資
　
　
料
　
　
編
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4. 信用リスクに関する事項

●信用リスクに関するエクスポージャーおよび三月以上延滞エクスポージャーの期末残高
（単位：百万円、％）

（単位：百万円）

（注）1. 「貸出金、その他の資産」項目には、貸出金、コミットメント、現金預け金、コール
ローン、固定資産等が計上されています。

2. 「三月以上延滞エクスポージャー」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から
3ヶ月以上延滞しているエクスポージャー、または引当金勘案前でリスク・ウェイトが
150%以上であるエクスポージャー。
3. エクスポージャーの内訳については、「貸出金、その他の資産」「有価証券」「デリバテ
ィブ取引」に区分し、従来業種別でその他に区分していたエクスポージャー等を詳細
に区分し表示しております。
4. 日本標準産業分類の改定（平成19年11月）に伴い、平成21年9月期から業種の表示を
一部変更しております。

【単体】

●一般貸倒引当金、個別貸倒引当金、投資損失引当金勘定の期末残高および期中増減額
【単体】

（単位：百万円、％）【連結】

期首残高 当期増減額 期末残高

一般貸倒引当金

個別貸倒引当金

投資損失引当金

合　計

21年9月期
22年9月期
21年9月期
22年9月期
21年9月期
22年9月期
21年9月期
22年9月期

44
55
△403
△408
―
△1
△358
△354

1,511
1,401
2,185
1,657
330
331
4,027
3,390

1,556
1,457
1,782
1,248
330
330
3,668
3,035

（単位：百万円）【連結】

期首残高 当期増減額 期末残高

一般貸倒引当金

個別貸倒引当金

投資損失引当金

合　計

21年9月期
22年9月期
21年9月期
22年9月期
21年9月期
22年9月期
21年9月期
22年9月期

65
65
△337
△316
―
―

△272
△250

1,511
1,461
2,498
2,013
―
―

4,010
3,475

1,577
1,527
2,160
1,696
―
―

3,738
3,224
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国 内 計
国 外 計
地 域 別 合 計

製 造 業
農 業 ・ 林 業
漁 業
鉱業・採石業・砂利採取業
建 設 業
電気・ガス・熱供給・水道業
情 報 通 信 業
運輸業・郵便業
卸 ・ 小 売 業
金融・保険業
不 動 産 業
不動産賃貸管理業
各種サービス業
物 品 賃 貸 業
学術研究、専門・技術サービス業

宿 泊 業
飲 食 業
生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業
医 療 ・ 福 祉
その他のサービス
国・地方公共団体
個人による貸家業
個 人
そ の 他
業 種 別 計

1 年 以 下
1年超3年以下
3年超5年以下
5年超7年以下
7年超10年以下
10 年 超
期間の定めのないもの
残存期間別合計

信用リスクに関するエクスポージャーの期末残高

貸出金、
その他の資産 有価証券 デリバティブ

取引

三月以上延滞
エクスポージャーの

期末残高

21年9月期 22年9月期 21年9月期 22年9月期 21年9月期 22年9月期 21年9月期 22年9月期 21年9月期 22年9月期
506,775
2,664

509,439

69,473
650
80
57

43,358
305

1,443
11,694
42,268
32,643
21,791
20,692
58,995

26,399
53,685
98,091
27,808
509,439

72,942
34,223
38,544
29,774
86,838
186,038
61,078
509,439

522,432
2,486

524,919

67,767
480
71
25

45,453
1,748
2,152
13,637
41,229
35,637
23,351
20,712

3,510
1,980
7,748
5,822
6,818
1,525
20,828
16,608
22,318
59,478
101,868
24,142
524,919

66,447
37,069
38,026
30,723
94,393
200,789
57,469
524,919

446,841
―

446,841

56,380
650
80
57

43,107
―
796

10,494
39,361
22,854
21,226
20,318
58,991

―
53,685
98,091
20,744
446,841

72,846
29,120
36,030
27,689
58,961
184,583
37,609
446,841

457,306
―

457,306

52,721
480
71
25

44,960
―
382

10,108
38,454
22,270
22,796
20,338

3,510
1,980
7,748
5,822
6,818
1,525
20,828
16,416
―

59,478
101,868
18,696
457,306

63,842
34,640
30,101
25,527
68,512
200,220
34,460
457,306

59,934
2,664
62,598

13,092
―
―
―
251
305
647

1,200
2,907
9,788
564
374
3

26,399
―
―

7,064
62,598

95
5,102
2,514
2,084
27,877
1,454
23,468
62,598

65,126
2,486
67,612

15,045
―
―
―
492

1,748
1,769
3,529
2,775
13,366
554
374

―
―
―
―
―
―
―
192

22,318
―
―

5,445
67,612

2,605
2,428
7,925
5,196
25,880
568

23,008
67,612

―
―
―

―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―

―
―
―
―
―
―

―
―
―
―
―
―
―

―
―
―

―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―

―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―

―
―
―
―
―
―
―

4,432
―

4,432

24
―
―
―
235
―
17
5

170
―

1,908
―
525

―
511

1,033
―

4,432

2,466
―

2,466

130
―
―
―
183
―
―
2

109
4

293
―

―
95
318
13
―
―
48
34
―
187

1,046
―

2,466

国 内 計
国 外 計
地 域 別 合 計

製 造 業
農 業 ・ 林 業
漁 業
鉱業・採石業・砂利採取業
建 設 業
電気・ガス・熱供給・水道業
情 報 通 信 業
運輸業・郵便業
卸 ・ 小 売 業
金融・保険業
不 動 産 業
不動産賃貸管理業
各種サービス業
物 品 賃 貸 業
学術研究、専門・技術サービス業

宿 泊 業
飲 食 業
生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業
医 療 ・ 福 祉
その他のサービス
国・地方公共団体
個人による貸家業
個 人
そ の 他
業 種 別 計

1 年 以 下
1年超3年以下
3年超5年以下
5年超7年以下
7年超10年以下
10 年 超
期間の定めのないもの
残存期間別合計

信用リスクに関するエクスポージャーの期末残高

貸出金、
その他の資産 有価証券 デリバティブ

取引

三月以上延滞
エクスポージャーの

期末残高

21年9月期 22年9月期 21年9月期 22年9月期 21年9月期 22年9月期 21年9月期 22年9月期 21年9月期 22年9月期
507,015
2,664

509,679

69,473
650
80
57

43,358
305

1,443
11,694
42,268
32,973
21,791
20,702
59,005

26,399
53,685
98,091
27,698
509,679

72,942
34,223
38,544
29,774
86,838
186,038
61,318
509,679

522,662
2,486

525,149

67,767
480
71
25

45,453
1,748
2,152
13,637
41,229
35,967
23,351
20,722

3,510
1,980
7,748
5,822
6,818
1,525
20,828
16,608
22,318
59,478
101,868
24,032
525,149

66,447
37,069
38,026
30,723
94,393
200,789
57,699
525,149

446,731
―

446,731

56,380
650
80
57

43,107
―
796

10,494
39,361
22,854
21,226
20,318
58,991

―
53,685
98,091
20,634
446,731

72,846
29,120
36,030
27,689
58,961
184,583
37,499
446,731

457,196
―

457,196

52,721
480
71
25

44,960
―
382

10,108
38,454
22,270
22,796
20,338

3,510
1,980
7,748
5,822
6,818
1,525
20,828
16,416
―

59,478
101,868
18,586
457,196

63,842
34,640
30,101
25,527
68,512
200,220
34,351
457,196

60,284
2,664
62,948

13,092
―
―
―
251
305
647

1,200
2,907
10,118
564
384
13

26,399
―
―

7,064
62,948

95
5,102
2,514
2,084
27,877
1,454
23,818
62,948

65,466
2,486
67,952

15,045
―
―
―
492

1,748
1,769
3,529
2,775
13,696
554
384

―
―
―
―
―
―
―
192

22,318
―
―

5,445
67,952

2,605
2,428
7,925
5,196
25,880
568

23,348
67,952

―
―
―

―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―

―
―
―
―
―
―

―
―
―
―
―
―
―

―
―
―

―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―

―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―

―
―
―
―
―
―
―

4,042
―

4,042

24
―
―
―
235
―
17
5

170
―

1,908
―
525

―
511
643
―

4,042

2,006
―

2,006

130
―
―
―
183
―
―
2

109
4

293
―

―
95
318
13
―
―
48
34
―
187
586
―

2,006

（注）1. 「貸出金、その他の資産」項目には、貸出金、コミットメント、現金預け金、コール
ローン、固定資産等が計上されています。

2. 「三月以上延滞エクスポージャー」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から
3ヶ月以上延滞しているエクスポージャー、または引当金勘案前でリスク・ウェイトが
150%以上であるエクスポージャー。
3. エクスポージャーの内訳については、「貸出金、その他の資産」「有価証券」「デリバテ
ィブ取引」に区分し、従来業種別でその他に区分していたエクスポージャー等を詳細
に区分し表示しております。
4. 日本標準産業分類の改定（平成19年11月）に伴い、平成21年9月期から業種の表示を
一部変更しております。
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（単位：百万円）

●業種別の貸出金償却の額

【単体】

貸出金償却
単体 連結

21年9月期 22年9月期 21年9月期 22年9月期
製 造 業
農 業 ・ 林 業
漁 業
鉱業・採石業・砂利採取業
建 設 業
電気・ガス・熱供給・水道業
情 報 通 信 業
運 輸 業 ・ 郵 便 業
卸 ・ 小 売 業
金 融 ・ 保 険 業
不 動 産 業
不動産賃貸管理業
各 種 サ ー ビ ス 業
物 品 賃 貸 業
学術研究、専門・技術サービス業
宿 泊 業
飲 食 業
生活関連サービス業、娯楽業
教 育、学習支援業
医 療 ・ 福 祉
その他のサービス
国・地方公共団体
個人による貸家業
個 人
そ の 他
業 種 別 計

―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―

―
―
―
―
―

―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―

―
―
―
―
―

―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―

―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―

―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―

―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―

（単位：百万円）

●リスク・ウェイトの区分毎の信用リスク削減手法の効果を勘案した後の残高および資本控除した額

信用リスク削減手法勘案後のエクスポージャーの額
21年9月期 22年9月期

格付適用 格付不適用 格付適用 格付不適用
0%
10%
20%
35%
50%
75%
100%
150%
350%

自己資本控除
合　計

―
―

15,424
―

6,547
―

10,729
3,144

―
―

35,846

78,232
55,962
153

98,449
1,224
58,652
181,757
1,248

―
△107

475,574

―
―

20,318
―

5,553
―

14,078
1,993

―
―

41,942

82,711
50,214
144

104,245
2,030
58,930
184,350

879
―

△36
483,471

（注）1. 「格付適用」とは、リス
ク・ウェイト算定にあ
たり、格付を適用して
いるエクスポージャー
であり、「格付不適用」
とは、格付を適用して
いないエクスポージャ
ー。なお、格付は適格
格付機関が付与してい
るものに限る。

2. 「格付適用」エクスポー
ジャーには、原債務者
の格付を適用している
エクスポージャーに加
え、保証人の格付を適
用しているエクスポー
ジャーや、ソブリン格
付に準拠したリスク・
ウェイトを適用してい
るエクスポージャーが
含まれる。

【連結】 （単位：百万円）

信用リスク削減手法勘案後のエクスポージャーの額
21年9月期 22年9月期

格付適用 格付不適用 格付適用 格付不適用
0%
10%
20%
35%
50%
75%
100%
150%
350%

自己資本控除
合　計

―
―

15,424
―

6,547
―

10,729
3,144

―
―

35,846

78,233
55,962
153

98,406
1,342
58,629
181,726
1,329

―
△107

475,675

―
―

20,318
―

5,553
―

14,078
1,993

―
―

41,942

82,711
50,214
144

104,211
2,138
58,897
184,313

987
―

△36
483,582

（注）1. 「格付適用」とは、リス
ク・ウェイト算定にあ
たり、格付を適用して
いるエクスポージャー
であり、「格付不適用」
とは、格付を適用して
いないエクスポージャ
ー。なお、格付は適格
格付機関が付与してい
るものに限る。

2. 「格付適用」エクスポー
ジャーには、原債務者
の格付を適用している
エクスポージャーに加
え、保証人の格付を適
用しているエクスポー
ジャーや、ソブリン格
付に準拠したリスク・
ウェイトを適用してい
るエクスポージャーが
含まれる。
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（注）日本標準産業分類の改定（平成19年11月）に伴い平成21年9月期
から業種の表示を一部変更しております。

（単位：百万円）

（注）日本標準産業分類の改定（平成19年11月）に伴い、平成21年9月期から業種の表示を一
部変更しております。

（注）日本標準産業分類の改定（平成19年11月）に伴い、平成21年9月期から業種の表示を一
部変更しております。

●個別貸倒引当金の地域別、業種別内訳
【単体】 （単位：百万円）【連結】

期首残高 当期増減額 期末残高
21年9月期 22年9月期 21年9月期 22年9月期 21年9月期 22年9月期

国 内 計
国 外 計

地 域 別 計
製 造 業
農 業 ・ 林 業
漁 業
鉱業・採石業・砂利採取業
建 設 業
電気・ガス・熱供給・水道業
情 報 通 信 業
運 輸 業 ・ 郵 便 業
卸 ・ 小 売 業
金 融 ・ 保 険 業
不 動 産 業
不 動 産 賃 貸 管 理 業
各 種 サ ー ビ ス 業
物 品 賃 貸 業
学術研究、専門・技術サービス業
宿 泊 業
飲 食 業
生活関連サービス業、娯楽業
教 育 、 学 習 支 援 業
医 療 ・ 福 祉
そ の 他 の サ ー ビ ス
国 ・ 地 方 公 共 団 体
個 人 に よ る 貸 家 業
個 人
そ の 他

業 種 別 計

2,498
―

2,498
205
―
―
―
46
―
5
79
166
―

764
2

594

―
235
391
6

2,498

△337
―

△337
△1
―
―
―
△6
―
10
△1
17
―

△123
1

△241

―
△31
39
△0

△337

2,160
―

2,160
203
―
―
―
40
―
16
78
183
―

640
3

352

―
204
430
6

2,160

2,013
―

2,013
207
―
―
―
63
―
2
78
95
―

751
2

―
5
58
22
1
3
84
36
―

136
456
7

2,013

△316
―

△316
56
―
―
―
6
―
―
△1
3
―

△518
11

―
0

△29
4
11
△1
49
16
―
6
66
―

△316

1,696
―

1,696
263
―
―
―
69
―
2
77
99
―

233
14

―
5
29
27
13
2

133
53
―

142
522
7

1,696

期首残高 当期増減額 期末残高
21年9月期 22年9月期 21年9月期 22年9月期 21年9月期 22年9月期

国 内 計
国 外 計
地 域 別 計
製 造 業
農 業 ・ 林 業
漁 業
鉱業・採石業・砂利採取業
建 設 業
電気・ガス・熱供給・水道業
情 報 通 信 業
運 輸 業 ・ 郵 便 業
卸 ・ 小 売 業
金 融 ・ 保 険 業
不 動 産 業
不 動 産 賃 貸 管 理 業
各 種 サ ー ビ ス 業
物 品 賃 貸 業
学術研究、専門・技術サービス業
宿 泊 業
飲 食 業
生活関連サービス業、娯楽業
教 育 、 学 習 支 援 業
医 療 ・ 福 祉
そ の 他 の サ ー ビ ス
国 ・ 地 方 公 共 団 体
個 人 に よ る 貸 家 業
個 人
そ の 他
業 種 別 計

2,185
―

2,185
205
―
―
―
46
―
5
79
166
―

764
2

594

―
235
77
6

2,185

△403
―

△403
△1
―
―
―
△6
―
10
△1
17
―

△123
1

△241

―
△31
△25
△0

△403

1,782
―

1,782
203
―
―
―
40
―
16
78
183
―

640
3

352

―
204
51
6

1,782

1,657
―

1,657
207
―
―
―
63
―
2
78
95
―

751
2

―
5
58
22
1
3
84
36
―

136
99
7

1,657

△408
―

△408
56
―
―
―
6
―
―
△1
3
―

△518
11

―
0

△29
4
11
△1
49
16
―
6

△25
―

△408

1,248
―

1,248
263
―
―
―
69
―
2
77
99
―

233
14

―
5
29
27
13
2

133
53
―

142
74
7

1,248
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5. 信用リスク削減手法に関する事項

●信用リスク削減手法が適用されたエクスポージャーの額

ロ．銀行が投資家である証券化エクスポージャーに関する事項

●投資家として保有する証券化エクスポージャーの額

6. 派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手
のリスクに関する事項

派生商品取引及び長期決済期間取引はございません。

7. 証券化エクスポージャーに関する事項
イ．銀行がオリジネーターである証券化エクスポージ
ャーに関する事項

銀行がオリジネーターである証券化エクスポージャー
はございません。

（単位：百万円）

適格金融資産担保が適用された
エクスポージャー

保証またはクレジット・デリバティブが
適用されたエクスポージャー

21年9月期 22年9月期
単体

3,113

2,269

連結

3,113

2,269

単体

3,738

257

連結

3,738

257

21年9月期 22年9月期
単体 連結 単体 連結
954
―
―
―
―

954

954
―
―
―
―

954

568
―
―
―
―

568

568
―
―
―
―

568

住宅ローン債権
自動車ローン債権
カードローン債権
リース債権
その他

合　計

【単体】 （単位：百万円）

●投資家として保有する証券化エクスポージャーのリスク・ウェイト毎の残高及び所有自己資本

21年9月期 22年9月期
残高 所要自己資本 残高 所要自己資本

20%
50%
100%

自己資本控除
合　計

―
286
668
―

954

―
5
26
―
32

―
―

568
―

568

―
―
22
―
22

【単体】 （単位：百万円）

21年9月期 22年9月期
貸借対照表計上額 時価 貸借対照表計上額 時価

上場している出資等
上記に該当しない出資等

合　計

18,707
1,481
20,189

18,802
1,471
20,27420,189 20,274

【連結】 （単位：百万円）

21年9月期 22年9月期
残高 所要自己資本 残高 所要自己資本

20%
50%
100%

自己資本控除
合　計

―
286
668
―

954

―
5
26
―
32

―
―

568
―

568

―
―
22
―
22

●投資家として保有する証券化エクスポージャーの
うち、告示第247号の規定により自己資本から
控除した証券化エクスポージャーの額

該当ございません。

●自己資本比率告示附則第十五条の適用による信用
リスク・アセットの額

該当ございません。

8. 銀行勘定における出資等又は株式等エクスポージャーに関する事項

●銀行勘定における出資等の貸借対照表計上額および時価

9. 銀行勘定における金利リスクに関して銀行が内部管理上使用した金利ショックに対する損益又は経済的価値の増減額

●金利リスク量と経済価値低下率（アウトライヤー比率）

（単位：百万円）

21年9月期 22年9月期
単体 連結 単体 連結

売却損益額
償却額

675
97

675
97

△65
165

△65
165

●銀行勘定における出資等の売却及び償却に伴う損益の額

（単位：百万円）

21年9月期 22年9月期
単体 連結 単体 連結

金利リスク量
経済価値低下率（アウトライヤー比率）

4,749
14.67%

4,749
14.67%

5,522
16.70%

5,522
16.70%

（単位：百万円）

21年9月期 22年9月期
単体 連結 単体 連結

貸借対照表で認識され、損益計算
書で認識されない評価損益の額

貸借対照表及び損益計算書で認識
されない評価損益の額

△2,211

―

△2,211

―

△3,417

―

△3,417

―

●貸借対照表で認識され、損益計算書で認識されない評価損益の
額、貸借対照表及び損益計算書で認識されない評価損益の額

【連結】 （単位：百万円）
21年9月期 22年9月期

貸借対照表計上額 時価 貸借対照表計上額 時価
上場している出資等
上記に該当しない出資等

合　計

18,707
1,131
19,839

18,802
1,131
19,93419,839 19,934

（単位：百万円）

（注）1. 金利リスク量
金利リスクのある銀行勘定（資産及び負債）に200bpの平行移動による上下金利ショックを
与え、リスク量〔現在価値の変動額〕を計測。
（リスク量〔現在価値の変動額〕の算出方法は、修正デュレーション×簿価×200bpにて算出）
※修正デユレーション…金利変動に対する価格の感応度
・上方金利ショック＝運用部門の現在価値は減少、調達部門の現在価値は増加。
・下方金利ショック＝運用部門の現在価値は増加、調達部門の現在価値は減少。
・運用・調達残高や、その平均残存期間の長短により現在価値は変化する。

2. 経済価値低下率（アウトライヤー比率）
バーゼルⅡ第2の柱のアウトライヤー規制における比率。
算出方法…金利リスク量÷（Tier1＋Tier2）
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